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日本の裁判所組織の全体像

 ５０つの地方裁判所と家庭裁判所（各都道府県に原則として一つ）

 ８つの高等裁判所

 知的財産高等裁判所は東京高等裁判所の特別の支部

 １つの最高裁判所
最高裁判所

高等裁判所

地方・家庭裁判所



知的財産権侵害訴訟の管轄裁判所

 特許権等の技術系の事件

 東京地方裁判所・大阪地方裁判所の専属管轄

 控訴審は知的財産高等裁判所

 商標・著作権等の非技術系の事件

 各地の地方裁判所

 東京地方裁判所・大阪地方裁判所の競合管轄

 控訴審は各地の高等裁判所



審決取消訴訟の管轄裁判所

 特許庁への審判請求

 特許庁の審判に不服のある者は司法審査を請求できる

 審決取消訴訟は知的財産高等裁判所の専属管轄



裁判体の構成

 知的財産権に関する事件は３人又は５人の裁判官からなる合議体で審理

 東京地裁４か部，大阪地裁２か部，知財高裁４か部。各部に数名の裁判官。

 裁判官は法律家のみ

 事件は機械的に配点される
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裁判所調査官

 裁判所調査官

 「裁判官の命を受けて，事件…の審理及び裁判に関して必要な調査その他他の法律に定
める事務をつかさどる。」（裁判所法５７条２項）

 常勤の裁判所職員

 知的財産権に関する裁判所調査官

 特許庁の審査官・審判官や弁理士出身

 知財高裁１１人，東京地裁７人，大阪地裁３人



専門委員

 専門委員

 争点整理や証拠調べ等の期日に立ち会って説明

 非常勤の裁判所職員

 知的財産権に関する専門委員

 約２００名

 幅広い専門分野の大学教授や研究者など

 当事者に費用負担はない
大学教授
等
64%

弁理士
15%

公的機関
研究者
11%

民間企業
研究者
10%

専門委員の出身割合



その他

 鑑定

 証人尋問

 意見書
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侵害訴訟の進行

 侵害論と損害論の２段階審理

 心証開示

 特許無効の抗弁は可能

 キルビー判決（平成１２年４月１１日），特許法１０４条の３

 ダブルトラック

 およそ１年で侵害・非侵害の結論



審決取消訴訟の進行

 特許事件では原則として２回の弁論準備手続

 技術説明会が行われることもある

弁論準備

（２回）
技術説明会 判決



技術説明会

 代理人等による技術の説明

 専門委員の関与



大合議事件

 知的財産高等裁判所では５人の裁判官による大合議が可能

 重要な事件について行われる



事件動向
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審理期間

 受理から終結までの期間

 地方裁判所では１５か月前後

 知財高裁では７か月前後
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新受件数

 侵害訴訟は年間５００件前後

 審決取消訴訟は近年減少
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勝訴率

棄却, 134

却下, 7債務不存在確認認容, 5

認容, 47

差止給付条項・金銭給

付条項あり, 27

差止給付条項のみあり, 9

金銭給付条項のみあり, 

44

差止給付条項・金銭給

付条項なし, 21

 ３４パーセントが和解による解決

 おおよそ半数が満足的解決

和解３４％

満足的解決



事件の割合

特許権

44%

実用新

案権

2%

意匠権

0%

商標権

10%

著作権

22%

プログラム著作権

3%

不正競争防止法

16%

商法その他

3%
新受事件の権利種別 ２０１６年の第１審侵害訴訟

 特許権が４４％。著作権が２２％。

 意匠権は０件。
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裁判例の提供

 知財高裁ウェブサイト

 www.ip.courts.go.jp

 判例検索（日本語・英語）

 IP Judgments Listed by Topic

http://www.ip.courts.go.jp/


ご清聴ありがとうございました


